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第１ 総則 
 

１ 事業者選定基準の位置付け 

この「伊万里市学校給食センター(仮称)整備事業 事業者選定基準」（以下、「事業者

選定基準」という。）は、市が、本事業をＰＦＩ法に基づき実施する事業者の募集及び選

定にあたり、応募しようとする者に交付する募集要項と一体のものである。 

事業者選定基準は、公募型プロポーザル方式により事業者を選定するための基準として

示すものである。 

 

２ 審査の基本的な考え方  

本事業を実施する事業者には、本事業の設計、建設、維持管理及び運営の各業務を通じ

て、効率的、安定的かつ継続的なサービスの提供を求めるものであり、応募者の幅広い事

業能力を総合的に評価することが必要である。したがって、事業者の選定にあたっては、

応募者が募集要項に規定する事業参画に足る資格を有しており、かつ、応募者の提案内容

が、施設整備、維持管理及び運営業務に関して、募集要項及び業務要求水準書に規定する

要件（以下、「要求水準」という。）を満足することを前提として、提案価格、施設計画

及び維持管理・運営計画の提案内容、資金計画及びリスク分担を含む事業計画について妥

当性及び確実性を総合的に評価する。 

 

３ 審査体制  

事業者の選定については、学識経験者等及び市職員等から構成する伊万里市学校給食セ

ンター(仮称)整備事業提案審査委員会（以下、「審査委員会」という。）を設置して行う。 

審査委員は、次のとおりである。 

委 員 長：西山 徳明 （九州大学 教授） 

委員長代行：竹下 勇  （佐賀女子短期大学 教授） 

委   員：千葉 幸治 （日本政策投資銀行九州支店企画調査課 調査役） 

委   員：前田 和人 （伊万里市助役） 

委   員：岩永 憲一良（伊万里市教育委員会教育長） 

 

４ 審査方法  

審査の方法は、事業者選定基準に基づいて提案書の審査を行い、その審査結果を踏まえ、

市が優先交渉権者を決定する。審査は、二段階に分けて実施するものとし、応募者の資格、

実績等の事業遂行能力を評価する「一次審査」と、一次審査を通過した応募者の提案内容

等を審査する「二次審査」として実施する。 

なお、一次審査における審査は、二次審査を受審できる有資格者を選定するためのもの

であり、二次審査には一次審査の結果は影響しない。 

 

５ 審査結果の公表 

一次審査の結果は、各応募者に個別に通知する。二次審査の結果については各応募者に
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個別に通知するほか、結果の概要、審査講評を伊万里市ホームページ上において公表する。 

 

６ 審査の流れ 

 審査の流れは、つぎのとおりである。 

 

募集要項等の公表

審査書類の受付

一次審査

資格審査

提案価格の確認

失格

二次審査

基礎審査

提案書のプレゼンテーション

内容審査

優秀提案及び次点提案の選定

優先交渉権者の決定

事業者の選定

失格

失格

応募資格を満たしていない場合

市の事業費限度額を超える場合

要求水準を満たしていない場合
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第２ 一次審査 
 
１ 一次審査の概要 

一次審査では、応募者が、本業務の遂行に必要な資格要件及び必要な能力があると認め

られるに値する実績を有しているかどうかを確認する。 

 

２ 一次審査の内容 

（１）資格審査 

市は、応募者が提出した一次審査書類をもとに、募集要項に示す応募者の参加資格要

件の具備を確認し、参加資格が確認できない場合は失格とする。 

参加資格要件の確認内容及び確認方法は、表１に示すとおりとする。 

 

（２）提案価格の確認 

市は、本業務を実施するにあたり市が設定する事業費限度額に対し、応募者の提案

価格がその事業費限度額を超えていないことを様式１－４「価格提案書」により確認

する。提案価格がその事業費限度額を超えている場合には失格とする。 
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第３ 二次審査 
 

１ 二次審査の概要 

二次審査では、基礎審査、応募内容の的確性等を総合的に評価し、優秀提案、次点の提

案を選定する。なお、二次審査においては、一次審査結果については考慮しない。市は、

審査委員会の報告を受けて、優先交渉権者及び次点交渉権者を決定する。 

 

２ 二次審査の内容 

 

（１）基礎審査 

審査委員会は、応募者から提出された応募書類の各様式に記載された内容が、要求

水準を全て満たしているか否かを審査する。要求水準を全て満たしていることが認め

られた応募者は適格とし、要求水準を一つでも満たしていない場合は失格とする。 

 

（２）内容審査 

審査委員会は、基礎審査において適格とした応募者の審査書類について内容審査を

行う。 

内容審査は、要求水準を満たすための方法のみを確認するものではなく、応募者に

よる要求水準以上の優れた提案内容に対して、その提案内容が斬新で柔軟な発想によ

るものか、サービスの向上効果がより期待されるものか、実現性のあるものか等を専

門的見地から審査し、提案の質的評価を得点化するために行う。 

内容審査の審査項目、評価の視点及び配点は表２－１から表２－４に示すとおりと

する。 

内容審査では、下表に示す４段階により評価し、採点基準に基づき得点を算定する。 

 

表 内容審査の採点方法 

評価 評価内容 採点基準 

Ａ 特に優れている 配点×１．０

Ｂ 優れている 配点×０．６

Ｃ やや優れている 配点×０．３

Ｄ 要求水準は満たしているが、特に優れた提案はない 配点×０．０
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３ 提案内容の位置付け 

本事業では、応募時点で設計が完了していないため、提案内容をそのまま実施すること

を求めるものではなく、事業契約締結後、設計、建設、維持管理及び運営の各業務の具体

的内容が決定されることとなる。なお、本業務の実施にあたっては、要求水準を満足する

ことを前提とした上で、以下の点に留意が必要である。 

 

（１）審査項目に基づく審査 

審査項目に基づく審査については、具体的に要求水準以上の提案が行われている内

容に対して得点が付与される加点評価を行う。 

 

（２）審査委員会の意見 

審査の基本的な考え方を踏まえ、審査委員会において提案内容に対して意見が出され

る場合がある。その場合、事業契約締結の段階で、提案内容を改善することが必要不可

欠であるということが市及び事業者との間で合意された場合には、要求水準の一部とし

て加味するものとする。 

 

４ 提案評価に関する基本的な考え方 

（１）要求水準の達成確認 

審査委員会は、提案内容が要求水準を満たしているかどうかを、各様式による審査書

類及び図面、記載事項に基づき確認を行う。 

提案内容は、要求水準に対して、どのように対応するかについて具体的な記載が求め

られる。 

審査委員会は、記載内容が要求水準を満足する妥当な方法・内容であると確認できる

場合に、これを満たすものとして判断する。 

なお、審査にあたっては原則として文章による記載内容を中心に確認を行うが、提示

を求める図面又はイメージ図等は、記載内容の妥当性、現実性や各記載事項の間におけ

る整合性等の確認について用いるものとする。 

 

（２）審査項目に基づく評価 

審査項目に基づく評価は、具体的に要求水準以上の優れた提案がなされている内容に

対して、次に示す基本的な考え方や審査項目等に基づいて審査を行う。 

 

ア 事業計画 

・「事業の実施体制」及び「事業者の経営体制、運営方針」など本業務を適切に実施で

きる確実性を備えていることが求められる。 

・「出資者の構成、出資条件等」など本業務を適切に実施できる信用を備えていること

が求められる。 

・「収支計画」、「資金調達、債務償還計画」及び「財務、資金管理方針」など本業務

を適切に実施できる資金を備えていることが求められる。 
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・「リスク分担」などを含め本業務を適切に実施できる知識を備えていることが求めら

れる。 

 

イ 施設整備 

・本事業により整備される本施設等のあり方及び整備における基本理念を十分に理解し、

要求水準に示した施設整備の基本方針を十分に確保していることが求められる。 

・要求水準に示した「社会性」、「環境保全性」、「安全性」、「機能性」及び「経済

性」の各性能別要求水準について十分に確保していることが求められる。 

・要求水準に示した「建築」、「構造」、「電気設備」、「機械設備」、「調理設備」、

「施設配膳室」及び「施工計画」等の施設別要求水準について十分に確保しているこ

とが求められる。 

 

ウ 維持管理 

・維持管理にあたって、「業務計画の基本的な考え方」、「コスト縮減への対応」につ

いて本業務を適切に実施できる確実性を備えていることが求められる。 

・「維持管理業務内容」及び「修繕計画の立案」に対して適切な対応が求められる。 

 

エ 運営 

・運営にあたって、「業務計画の基本的な考え方」、「運営業務」について本業務を適

切に実施できる確実性を備えていることが求められる。 

 

５ 総合評価 

（１）総合評価の手順 

審査委員会は、提案内容及び価格に関する審査をそれぞれ行い、それらを総合評価

することにより総合評価値を算出し、総合評価値の最も高い提案を優秀提案に、次点

の提案を次点提案として選定するものとする。 

総合評価値の算出に当たっては、前掲した提案書等に記載された内容に対する評価

の得点（満点４００点：（事業計画８０点、施設整備２００点、維持管理５０点、運

営７０点））と提案価格を以下の計算式で得点化した評価値（満点６００点）との加

算を行い、合計値である総合評価値（総合点：満点１，０００点）に基づいて応募者

の順位付けを行うものとする。 

 

（２）総合評価値の計算式 

 

※ （提案内容評価の得点）とは、加点項目の得点（４００点満点）の合計とする。 

※ （提案価格の得点化）に関する方法は、次のとおりとする。 

総合評価値 ＝（提案内容評価の得点）＋（提案価格の得点化） 

（満点１,０００点）  （満点４００点）   （満点６００点） 
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・提案価格は得点化によって評価値としての算出を行う。 

・提案価格を現在価値化した金額により算定し、最も低い価格を提示した応募

者の評価値を６００点満点とする。 

・その他の提案価格は、以下の算定式に示すように、最低価格に対する割合に

て、提案価格を得点化する。 

 

提案価格の得点 ＝（（最低提案価格）／（提示提案価格））× ６００点  

  

６ 優先交渉権者の決定及び公表 

市は、審査委員会の審査結果の報告を受けて優先交渉権者を決定し、公表する。また、

事業者選定基準に基づく審査結果についても併せて公表する。 
なお、優先交渉権者との間で基本協定又は事業契約に関する協議が整わない場合には、

市は、次点交渉権者との間で基本協定及び事業契約に関する協議を行う。 

 

以 上 



確認内容 確認方法

共通 応募者の構成員及び協力会社は、他の応募者に関
する応募グループの構成員又はその協力会社とし
ていないこと。

応募者から提出された様式1-2「応募グループの
構成員、協力会社及び役割分担表」により確認す
る。

一次審査書類の提出時に代表企業名を明記し、必
ず代表企業が応募手続きを行うこと。

応募者から提出された様式1-2「応募グループの
構成員、協力会社及び役割分担表」及び様式1-3
「委任状」により確認する。

各企業共通 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第
１６７条の４第１項及び第２項各号に規定された
者でないこと。

応募者から提出された様式2-1「一次審査資料提
出確認書」及び添付書類により確認する。

会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は旧
会社更生法（昭和２７年法律第１７２号）に基づ
き更生手続開始の申立をなし又は申立がなされて
いる者でないこと。民事再生法（平成１１年法律
第２２５号）に基づき再生手続開始の申立をなし
又は申立がなされている者でないこと。商法（明
治３２年法律第４８号）第３８１条に基づき会社
の整理の開始の申立がなされ又は会社の整理の開
始が命ぜられている者でないこと。破産法（平成
１６年法律第７５号）に基づき破産手続開始の申
立をなし若しくは申立がなされている者でないこ
と、又は旧破産法（大正１１年法律第７１号）に
基づき破産の申立をなし若しくは申立がなされて
いる者でないこと。

応募者各社から提出された様式2-1「一次審査資
料提出確認書」により確認する。

提案書の提出時から事業契約締結日までのいずれ
かの日において、市から指名停止措置を受けてい
ないこと。

市の資料により確認する。

最近１年間の法人税、事業税、消費税又は地方税
を滞納していないこと。

応募者から提出された様式2-1「一次審査資料提
出確認書」及び下記添付書類により確認する。
添付書類
・法人税納税証明書
・消費税納税証明書

市が本事業についてアドバイザリー業務を委託し
ている者及びかかる者と当該アドバイザリー業務
において提携関係にある者でないこと、又はこれ
らの者と資本面若しくは人事面において関連があ
る者でないこと。

審査委員会の委員が属する組織、企業又はその組
織、企業と資本関係面若しくは人的関係の人事面
において関連がある者でないこと。

応募者から提出された様式1-2「応募グループの
構成員、協力企業及び役割分担表」により確認す
る。

表１　資格審査の確認内容及び確認方法

8



確認内容 確認方法

設計企業 市の入札参加有資格者名簿に登録されているこ
と。

入札参加有資格者名簿により確認する。

建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条
の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行って
いること。

応募者から提出された様式2-2「応募資格要件確
認書（設計企業）」及び下記添付書類により確認
する。
添付書類
・一級建築士事務所登録を証明する書類

平成１１年４月以降に延床面積２,０００㎡以上の
公共施設の設計実績（基本設計若しくは実施設
計）を有していること。

応募者から提出された様式2-2「応募資格要件確
認書（設計企業）」及び下記添付書類により確認
する。
添付書類
・確認書に記載した業務実績を証明する契約書の
鑑等の写し

平成１１年４月以降に同一メニューを1回３００食
以上又は１日７５０食以上を提供する、学校給食
センター、調理施設を有する学校・病院等又は食
品製造工場等の設計の実績を有していること。

応募者から提出された様式2-2「応募資格要件確
認書（設計企業）」及び下記添付書類により確認
する。
添付書類
・確認書に記載した業務実績を証明する契約書の
鑑等の写し

工事監理企業 建設企業と同一でないこと。 応募者から提出された様式2-3「応募資格要件確
認書（工事監理企業）」及び様式2-4「応募資格
要件確認書（建設企業）」により確認する。

市の入札参加有資格者名簿に登録されているこ
と。

入札参加有資格者名簿により確認する。

建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条
の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行って
いること。

応募者から提出された様式2-3「応募資格要件確
認書（工事監理企業）」及び下記添付書類により
確認する。
添付書類
・一級建築士事務所登録を証明する書類

平成１１年４月以降に延床面積２,０００㎡以上の
公共施設の工事監理実績を有していること。

応募者から提出された様式2-3「応募資格要件確
認書（工事監理企業）」及び下記添付書類により
確認する。
添付書類
・確認書に記載した業務実績を証明する契約書の
鑑等の写し

平成１１年４月以降に同一メニューを1回３００食
以上又は１日７５０食以上を提供する、学校給食
センター、調理施設を有する学校・病院等又は食
品製造工場等の工事監理の実績を有しているこ
と。

応募者から提出された様式2-3「応募資格要件確
認書（工事監理企業）」及び下記添付書類により
確認する。
添付書類
・確認書に記載した業務実績を証明する契約書の
鑑等の写し

建設企業 市の入札参加有資格者名簿に登録されているこ
と。

入札参加有資格者名簿により確認する。

建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第
１項の規定に基づき、建築一式工事につき特定建
設業の許可を受けていること。

市の建設工事等入札参加者の資格においてＡ等級
であること。

平成１１年４月以降に延床面積２,０００㎡以上の
公共施設を元請として施工した実績を有している
こと。但し、共同企業体での施工の場合は、構成
比率が５０パーセント以上を有する施工実績であ
ること。

応募者から提出された様式2-4「応募資格要件確
認書（建設企業）」及び下記添付書類により確認
する。
添付書類
・確認書に記載した業務実績を証明する契約書の
鑑等の写し

応募者から提出された様式2-4「応募資格要件確
認書（建設企業）」及び下記添付書類により確認
する。
添付書類
・特定建設業許可を証明する書類

9



確認内容 確認方法

平成１１年４月以降に同一メニューを1回３００食
以上又は１日７５０食以上を提供する、学校給食
センター、調理施設を有する学校・病院等又は食
品製造工場等の建設の実績を有していること。

応募者から提出された様式2-4「応募資格要件確
認書（建設企業）」及び下記添付書類により確認
する。
添付書類
・確認書に記載した業務実績を証明する契約書の
鑑等の写し

維持管理企業 市の入札参加有資格者名簿に登録されているこ
と。

入札参加有資格者名簿により確認する。

平成１１年４月以降に同一メニューを1回３００食
以上又は１日７５０食以上を提供する、学校給食
センター、調理施設を有する学校・病院等又は食
品製造工場等の維持管理の実績を有しているこ
と。

応募者から提出された様式2-5「応募資格要件確
認書（維持管理企業）」及び下記添付書類により
確認する。
添付書類
・確認書に記載した業務実績を証明する契約書の
鑑等の写し

運営企業 市の入札参加有資格者名簿に登録されているこ
と。

入札参加有資格者名簿により確認する。

学校給食センター等にて温度監理に配慮した食品
物等の配送及び回収業務の実績を有しているこ
と。

応募者から提出された様式2-6「応募資格要件確
認書（運営企業）」及び下記添付書類により確認
する。
添付書類
・確認書に記載した業務実績を証明する契約書の
鑑等の写し

10



表２－１　事業計画に関する基礎審査及び内容審査

基礎審査の確認事項 内容審査による加点項目の評価

事業計画

事業
体制

・本事業を実施するにあたり基本的な考え方の
説明がなされている。

事 1

・本事業にあたっての基本的な考え方につい
て、本事業の基本理念を踏まえた提案が具体的
になされており、それに応じた体制となってい
るか。

15

・本事業の実施に適した事業実施体制となって
いる。

事 2

・事業実施にあたって、整合性、バランス及び
まとまりのとれた事業実施体制、多様な事態を
想定した事業実施体制、及び市と円滑で的確な
意思疎通が図られる事業実施体制が具体的に検
討されているか。
・各構成員等の役割が明確に記述されている
か。

10

・経営体制及び会社運営方針の説明がなされて
いる。
・本事業実施にあたって必要最低限の経営体制
が確保されている。

事 3

・事業内容に応じた経営体制や運営方針が適切
に提案されているか。
・経営体制や運営方針について、特に優れた提
案がされているか。

5

・出資額及び出資者の明記がされている。

・代表企業及び各構成員が出資している。

・代表企業は事業者の発行する株式を最も多く
保有する株主である。

・代表企業及び各構成員は提案した出資構成、
出資条件に対して、妥当な財務基盤を有してい
る。

・リスク分担の記載がされている。

事 5

・事業者、構成員及び協力会社間でのリスク分
担に対する考え方が明確であり、考え方に対応
して、各リスクの分担や処理の内容が具体的に
記述されているか。 15

財務
計画

・最低限必要とする収益・費用が計上されてい
る。各様式間の整合が取れ、正確な計算がされ
ている。

事 6

・安定性の確保のため適切な収支計画（妥当な
コスト水準、妥当な収益性水準の確保、資金調
達に適切なキャッシュフロー水準等）となって
いるか。
・収支計画上の問題に対して、適切な対応策が
講じられ、堅牢性の高い収支計画となっている
か。
・財務管理の具体的な方針や管理方法が提案さ
れているか。

15

・資金調達や返済の計画が適切に記載されてい
る。

事 7

・資金調達ならびに金融機関選択における考え
方が明確に示され、また事業内容に適した資金
調達の構成となっているか。
・事業の内容、支払条件、金融機関の融資条件
などが適切に考慮され、資金の調達や返済の確
実性が見込まれるか。

10

加点項目配点合計（事業計画） 80

事 4

リスク分担

収支計画
55

25

10

・本事業内容及び会社の運営方針に応じた出資
構成となっているか。

・各出資者は提案した出資構成・出資条件に対
して優れた財務基盤を有していると認められる
か。

配点ＮＯ

資金調達・返済計
画

評価分類

基本的な考え方

事業者の経営体
制、運営方針

出資者の構成、出
資条件等

事業実施体制

11



表２－２　施設整備に関する基礎審査及び内容審査

基礎審査の確認事項
内容審査による
加点項目の評価

施設整備

・安全で衛生的な学校給食の提供が可能な提
案となっている。

・快適な調理環境の実現に配慮した提案と
なっている。

・適温給食の確実な提供に配慮した提案と
なっている。

・食に関する開かれた教育の場の提供に配慮
した提案となっている。

・環境負荷の低減に配慮した提案となってい
る。

・ライフサイクルコストの低減に配慮した提
案となっている。

15
・事業予定地の地域特性や周辺環境との調和
に配慮した提案となっている。

・豊かな自然に調和する、建物配置及び高さ
の計画とすると共に、施設利用者が自然環境
を十分に享受できる提案となっている。

・市の学校給食センターとして、シンボル性
と地域に配慮した施設デザインの提案がされ
ている。

10
環境負荷低減に関する性能

・合理的、経済的に更新できる設備・機材の
選定や更新性（メンテナンス性）、保全性に
配慮した計画が提案されている。

・長寿命を考慮した具体的な提案が有効にな
されているか。

・建築副産物の発生抑制対策、リサイクル、
オゾン破壊係数及び地球温暖化係数の高い物
質の使用抑制、廃棄物の削減、ＬＣＣＯ２の低

減等を考慮した計画が提案されている。

・環境負荷低減を考慮した具体的な提案が有
効になされているか。

・環境に配慮し、エコマテリアル電線の採用
に配慮した計画等が提案されている。

・環境に配慮したエコマテリアルについて、
具体的な提案が有効になされているか。

省エネルギー・省資源

・省エネルギー、廃棄物発生抑制等に配慮し
た計画が提案されている。
・省エネルギー化を図るため、窓の断熱性･日
射遮蔽性、外壁・屋根・床の断熱性の向上等
に配慮した計画が提案されている。

・自然採光を積極的に取り入れる等、照明負
荷の削減について十分配慮した計画が提案さ
れている。

・節水器具の導入や、使用する上水量低減の
ための計画が提案されている。

・建物運用時の効率化を考慮し、設備機器の
運転状況が一元的に監視できる計画が提案さ
れている。

長寿命

3施

水資源の有効利
用

効率的運用

5

・省エネルギー、省資源への配慮について、
具体的な提案が有効になされているか。

施 4

建物の熱負荷の
抑制

配点ＮＯ

施 2

15

・本事業の基本理念に基づき、学校給食セン
ター施設にふさわしい魅力あるコンセプトに
ついて、具体的な提案が有効になされている
か。

・本業務において、基本理念の実現に向けた
確実な業務実施体制について、具体的な提案
が有効になされているか。

1

・地域性及び景観性への配慮について、具体
的な提案が有効になされているか。
・地域社会、地域経済への貢献について、具
体的な提案が有効になされているか。

・教育の場としての配慮について、具体的な
提案が有効になされているか。

評価分類

自然ｴﾈﾙｷﾞｰの直
接利用

環境保
全性に
関する
性能

社会性
に関す
る性能

エコマテリアル

適正使用・
適正処理

基本理念の
具体化

地域性への配慮

景観性への配慮

基本
方針

10

施

10

12



表２－２　施設整備に関する基礎審査及び内容審査

基礎審査の確認事項
内容審査による
加点項目の評価

配点ＮＯ評価分類

周辺環境保全性に関する性能

地域生態系保全

・敷地内の緑化については、敷地外周部や敷
地内地上部を適切に緑化し、緑地率10％以上
が確保された計画が提案されている。
・樹種については立地条件（耐風性・耐塩性
など）や衛生管理に適した選定がされた計画
が提案されている。

周辺環境配慮

・近隣地域への影響を抑えるよう配慮された
計画が提案されている。

・障害範囲については、電波障害対策が計画
提案されている。

・給食エリア内及び排水処理施設等から生じ
る臭気が周辺に拡散しないよう配慮した計画
が提案されている。

・設備機器作動時や配送作業時等に発生する
音や振動が周辺に影響を与えないよう配慮さ
れた計画が提案されている。

・地下水に影響を与えないよう配慮された計
画が提案されている。

20
防災性に関する性能

・官庁施設の基本的性能基準に基づく要求性
能を満たす提案がされている。

施 7

機能維持性に関する性能

・要求水準を満たす機能維持性について提案
されている。

施 8

防犯に関する性能

・本施設を利用する人を保護するために管理
運営方法と整合した防犯設備の設置を行う計
画が提案されている。 施 9

10

日照阻害

防犯性

緑化

5

耐震、対火災、
対風等

機能維持

臭気

・各項目について具体的な提案が有効になさ
れているか。

騒音・振動

地下水

5

6

電波障害

安全性
に関す
る性能 ・構造計画について、建築計画と整合のとれ

た具体的な提案が有効になされているか。

・信頼性の高い優れた防災計画について、具
体的な提案が有効になされているか。

・調理設備からの火災発生防止に配慮した具
体的な提案が有効になされているか。

・施設及び利用者保護にあたり信頼性の高い
優れた防犯対策について、具体的な提案が有
効にされているか。 10

施

施

13



表２－２　施設整備に関する基礎審査及び内容審査

基礎審査の確認事項
内容審査による
加点項目の評価

配点ＮＯ評価分類

利便性に関する性能

移動

・車の出入口については、国道204号の円滑な
通行を妨げることのないよう、敷地北側公衆
用道路に面して設置された計画が提案されて
いる。また、食材納入時・配送時・回収時に
おいて、車両の錯綜が少なくなるよう配慮し
適切に設置された計画が提案されている。

・玄関については、来場時に容易にわかるよ
う、駐車場や駐輪場の位置等を考慮した計画
が提案されている。
・食材搬入車及び給食配送車がスムーズにプ
ラットホームに接車できるよう、転回や切返
し等のスペースを考慮された計画が提案され
ている。

・施設内については、見学者等外来利用者の
動線と、従業員の動線が分離されるよう配慮
された計画が提案されている。
・従業員の動線については、調理員及び事務
職員の利用特性を考慮し、それぞれ効率的に
業務が行えるよう動線の短縮が図られた計画
が提案されている。

・構内（駐車場、構内道路）動線は、歩行者
動線と明確に分離されるよう配慮した計画が
提案されている。
・食材搬入車及び給食配送車の動線が、見学
者等外来者車両の動線と分離されるよう配慮
した計画が提案されている。
・機器類等の維持管理業務用車両が、施設に
容易にアプローチできる動線を確保した計画
が提案されている。

・サインは各諸室の配置及び機能又は名称を
表示し、統一性があり建築空間と調和し、視
認性に優れた形状、寸法、設置位置、表示内
容とした計画が提案されている。

・扉部分は、開閉に伴う人の衝突を未然に防
ぐよう配慮した計画が提案されている。
・ガラス部分は、ガラスへの衝突防止、及び
衝突時の飛散防止に配慮した計画が提案され
ている。

・建築設備及び調理設備の操作各部において
は、確実な運転操作と運転状況確認が容易に
行えるよう配慮された計画が提案されてい
る。

施 11

・建築設備、調理設備について、確実でわか
りやすい操作性の具体的な提案が有効になさ
れているか。 10

バリアフリーに関する性能

・要求性能を満たす、バリアフリーに配慮さ
れた計画が提案されている。 施 12

・高齢者や身障者の施設利用に対する配慮に
ついて、具体的な提案が有効になされている
か。

3

機能性
に関す
る性能

建具・仕上げ等

車の動線

サイン

人の動線

操作

バリアフリー

敷地への
アプローチ

施設への
アプローチ

施 10 10

・利便性を考慮した動線計画について、歩行
者動線と自動車動線及び従業員動線と見学者
動線等がバランスよく合理的に分離され、機
能的かつわかりやすい動線計画について、具
体的な提案が有効になされているか。

・本施設内及び新設配膳室内における動線計
画について、施設内での利用特性・作業特性
を考慮した具体的な提案が有効になされてい
るか。

14



表２－２　施設整備に関する基礎審査及び内容審査

基礎審査の確認事項
内容審査による
加点項目の評価

配点ＮＯ評価分類

室内環境に関する性能

・要求水準を満たす機能維持性について提案
されている。

施 13

・調理室や事務室、会議室について、機能に
あった快適な音環境の具体的な提案が有効に
なされているか。

・省エネルギーに配慮し、各諸室や空間の利
用特性に対応したゾーニングの設定及び適切
な制御システムを導入に配慮した計画が提案
されている。
・自然採光については調理環境を考慮した上
で、積極的に採用した計画が提案されてい
る。
・照明は、食品の色調が変わらない計画が提
案されている。

施 14

・合理的で快適な照明計画について、具体的
な提案が有効になされているか。
　

・給食エリアについては、「学校給食衛生管
理の基準」や「大量調理施設衛生管理マニュ
アル」に基づく適切な温湿度設定を行い、衛
生管理に十分配慮した計画が提案されてい
る。
・室の用途・使用条件や管理方式等を考慮し
た空調ゾーニングとする。
・調理設備等の使用により局所的に発生する
熱負荷は、局所換気等によりできる限り発生
源の近傍にて処理し、周囲への影響を低減し
た計画が提案されている。

施 15

・熱環境について、具体的な提案が有効にな
されているか。

・各室の用途･使用条件や管理方式等を考慮し
た空調ゾーニング計画について、具体的な提
案が有効にされているか。

・局所的な熱負荷処理について、具体的な提
案が有効になされているか。

10

・「学校環境衛生の基準」に基づき、室内の
ホルムアルデヒド及び揮発性有機化合物等の
濃度は、建物引渡し時において厚生労働省が
定める指針値以下とされている計画が提案さ
れている。
・清浄度の高い区域から低い区域へのエアフ
ローとされた計画が提案されている。

施 16

・安全かつ衛生的な空気環境の考え方につい
て、具体的な提案が有効になされているか。

10

・清掃性、保守管理性がよく、衛生面に配慮
した計画が提案されている。 施 17

・要求性能を満たす、振動性を確保した計画
が提案されている。 施 18

情報化対応性に関する性能

・要求性能を満たす、情報化対応性を確保し
た計画が提案されている。 施 19

・情報化対応性について、具体的な提案が有
効になされているか。 2

60

情報化対応性

音環境

5

・衛生環境への配慮について、具体的な提案
が有効になされているか。

10

光環境

熱環境

空気環境

衛生環境

振動
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表２－２　施設整備に関する基礎審査及び内容審査

基礎審査の確認事項
内容審査による
加点項目の評価

配点ＮＯ評価分類

耐用性に関する性能

・事業期間内において要求水準に示す状態を
保持すると共に、ライフサイクルコストを低
減するために、長寿命かつ信頼性の高い設
備、機材を使用する計画が提案されている。

・設備機器及び備品等の更新時に、容易に行
える搬入・搬出ルート計画及び建物外部の
ルート確保に留意した計画が提案されてい
る。

保全性に関する性能

・給食エリア内については、調理員が自ら清
掃しやすいことを考慮して計画されている。

施 21

・材料、機器、器具等は、速やかな修理、修
繕が可能な計画が提案されている。
・床は清掃しやすく、滑りにくい材料を用い
る。特に給食エリアの床と巾木の取り合いや
壁の腰部分等は、清掃が行いやすいよう十分
配慮した提案とされている。
・各設備システムの保守管理の内容、頻度に
応じて設備機器等の適切な配置を行うととも
に、容易に保全ができる計画が提案されてい
る。

施 22

10
建築に関する性能

・施設全体としてＨＡＣＣＰの概念に基づい
た計画が提案されている。
・食材の搬入から調理までの物の流れに基づ
き、作業諸室への動線がスムーズなレイアウ
トが提案されている。
・作業区域は、汚染区域と非汚染区域とを明
確に区分し、食材の搬入、調理済みの食品の
配送及び食器・食缶の回収までの一連の作業
工程・作業動線を考慮した計画が提案されて
いる。
・各区域の境界には、隔壁、扉又は床面の色
別表示等により、交差汚染のないよう配慮し
た計画が提案されている。
・廃棄物の搬出動線は、清浄度区分の区域毎
に搬出可能とし、清浄度基準の低い区域から
高い区域への搬出ルートは避けた計画が提案
されている。
・微生物等による汚染を極力避ける必要があ
る作業を行う区域は、他の区域から隔壁等に
より区画されている計画が提案されている。

施 23

・施設配置にあたっては、ＨＡＣＣＰの概念
に基づき、各施設の機能及び施設相互の関
連、及び利用者の動線を十分考慮した配置計
画について、具体的な提案が有効になされて
いるか。

10

・要求性能を満たす、空間構成を確保した計
画が提案されている。

施 24

・空間構成について、施設の使用目的を十分
に理解した上で、天井高さ等、適切な計画に
ついて、具体的な提案が有効になされている
か。

3

・各室、外部窓とも要求水準を満たした計画
が提案されている。

施 25

・建具について、施設の使用目的を十分に理
解した上で、適切な建具計画について、具体
的な提案が有効になされているか。 3

・上部構造、基礎構造とも要求水準を満たし
た計画が提案されている。

施 26

・構造について、施設の使用目的を十分に理
解した上で適切な構造計画について、具体的
な提案が有効になされているか。
・上部構造の架構計画について、機能的な空
間を確保しうる具体的な提案が有効になされ
ているか。
・基礎の計画について、地盤状況を反映した
具体的な提案が有効になされているか。

5

5

・従業員が行う日常点検保守作業及び清掃作
業への配慮について、具体的な提案が有効に
なされているか。

施 20

耐久性

フレキシビリ
ティ・更新性

5

施設別
の性能

空間構成

経済性
に関す
る性能

作業

建具

構造に関する性能

施設内のゾーニ
ング及び配置計
画

内外装材料
建築設備

・事業期間終了後までを見据えて、ライフサ
イクルコスト低減のために耐久性を考慮し
た、具体的な提案が有効になされているか。

・将来の各室の空間、用途の変更や設備機器
等の更新時の対応について、具体的な提案が
有効になされているか。

16



表２－２　施設整備に関する基礎審査及び内容審査

基礎審査の確認事項
内容審査による
加点項目の評価

配点ＮＯ評価分類

・各設備については要求水準を満たした計画
が提案されている。

施 27

・快適な内部外部空間確保に十分配慮した電
気設備について、具体的な提案が有効にされ
ているか。
・施設の使用目的を十分に理解した上で適切
な電気設備計画について、具体的な提案が有
効になされているか。

5

・各設備について、要求水準を満たした計画
が提案されている。

施 28

・施設の使用目的に十分配慮したバランスの
よい機械設備計画について、具体的な提案が
有効になされているか。

・換気設備について、給食エリアに対する結
露対策などを考慮した具体的な提案が有効に
なされているか。

・適切な排水処理について、具体的な提案が
有効になされているか。

5

・調理設備に関する基本的な考え方を十分に
理解した計画が提案されている。
・機械機器の仕様については、要求水準を満
たした提案がされている。

施 29

・調理作業の安全性、効率性及び衛生管理に
配慮した具体的な提案が有効になされている
か。
・調理設備の配置について、交差汚染(人、
物）に配慮した具体的な提案が有効になされ
ているか。

15

・各学校について、要求水準を満たした計画
が提案されている。

施 30

・各学校の給食の搬出入及び配膳が円滑に行
われる具体的な提案が有効になされている
か。
・既存の学校施設との動線の関連性に配慮し
た具体的な提案が有効になされているか。

6

・要求水準を満たす備品を必要数調達する提
案がされている。

施 31

・児童・生徒に対する安全及び衛生面での配
慮について、具体的な提案が有効になされて
いるか。 5

・要求水準を満たす備品を必要数調達する提
案がされている。

施 32

・従業員の業務効率性や快適性について、具
体的な提案が有効になされているか。

3

60
・適切な施工計画が具体的に提案されている
か。 施 33

・工事期間中の安全性や工期の遵守につい
て、具体的な提案が有効になされているか。 10

10
・施設整備段階におけるモニタリング手法に
ついての考え方が記載されている。

施 34

・施設整備段階において、市との連絡協議及
び、自ら行う業績監視についての体制・手法
について、具体的な提案が有効になされてい
るか。

5

5

施工計画に関する性能

施設整備に関するモニタリ
ング

200加点項目配点合計（施設整備）

新設配膳室に関す
る性能

調理設備に関する
性能

機械設備に関する
性能

調理備品に関する
性能

什器備品に関する
性能

電気設備に関する
性能

17



表２－３　維持管理に関する基礎審査及び内容審査

基礎審査の確認事項
内容審査による
加点項目の評価

維持管理

維持管理業務

業務概要

業務計画の
基本的な考
え方

・要求水準を満たすための創意工夫を取
り入れた、維持管理業務の基本的な考え
方の提案がなされている。
・維持管理業務の業務従事者等の体制、
連絡窓口の設置、即応体制などが提案さ
れている。

維 1

・質の高い維持管理サービスを継続的に
提供し、より利用者の利便性を図るた
め、具体的な提案が有効になされている
か。
・社会情勢や市の施策の変更等によって
起こり得る継続的改善を行うため、具体
的な提案が有効になされているか。

15

コスト縮減
への対応

・コスト縮減に関する協力体制について
提案されている。

維 2

・施設、設備の長寿命化、維持管理費、
光熱水費等ライフサイクルコスト縮減を
図るため、具体的な提案が有効になされ
ているか。

5

維持管理業
務のモニタ
リング

・維持管理面でのモニタリング手法につ
いての考え方が記載されている。

維 3

・維持管理面での自ら行う自己監視を徹
底する体制、手法及び事業の継続に向け
て、より適切で具体的なモニタリング手
法が有効に提案されているか。

5

維持管理業務

維持管理業
務内容

・各維持管理業務についての業務内容に
ついて提案されている。

維 4

・市の行う給食業務に支障の無いような
建築物･建築設備等の保守点検を行うた
め、具体的な提案が有効になされている
か。
・調理器具の故障等による給食業務に対
する支障を最小限にするため、具体的な
提案が有効になされているか。
・水質管理を適切に行うために、具体的
な提案が有効になされているか。
・給食の安全性を確保するために、各業
務で具体的な提案が有効になされている
か。
・市の行う給食業務の快適な職場環境を
提案するために、具体的な提案が有効に
なされているか。
・HACCP対応ﾏﾆｭｱﾙ作成等の支援を効率よ
く行うたの体制・仕組みについて、具体
的な提案が有効になされているか。

20

修繕計画の
立案

・予防保全の考え方に基いた修繕計画に
関して提案されている。

維 5

・本施設について、事業期間中及び事業
期間終了後、施設の耐用期間を適切に設
定した上で、その期間における建物及び
設備機器更新を含めた効率的な修繕のあ
り方について、具体的な提案が有効にな
されているか。

5

加点項目配点合計（維持管理） 50

評価分類 配点ＮＯ

50
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表２－４　運営に関する基礎審査及び内容審査

基礎審査の確認事項
内容審査による
加点項目の評価

運営

配送・回収運営業務

業務概要

配送・回収
運営業に関
する基本的
な考え方

・要求水準を満たすための創意工夫を取
り入れた、運営業務の基本的な考え方の
提案がなされている。
・運営業務の業務従事者等の体制、連絡
窓口の設置、即応体制などが提案されて
いる。

運 1

・質の高い運営業務を継続的に提供する
ため、具体的な提案が有効になされてい
るか。
・常時連絡可能な体制で、より利用者の
利便性を図るための具体的な提案が有効
になされているか。

30

配送車調達
業務

・要求水準を満たす計画が提案されてい
る。

運 2

・配送車は環境に配慮された新車が調達
され、指定時間内に配達が可能な台数が
提案されているか。
・配送車の維持管理業務について、具体
的な提案が有効になされているか。

15

運営業務の
モニタリン
グ

・運営面でのモニタリング手法について
の考え方が記載されている。

運 3

・運営面での自ら行う自己監視を徹底す
る体制、手法が具体的に提案されてお
り、事業の継続に向けてより適切で具体
的なモニタリング手法とが有効に提案さ
れているか。

5

運営業務

配送・回収
業務

・運営計画内容、業務従事者の教育、衛
生管理などが提案されている。
・運営方法、具体的な運営スタッフ（有
資格者）、配送・回収計画などが提案さ
れている。

運 4

・給食提供のための衛生の確保と配送・
回収計画が円滑に図られるために具体的
な提案が有効になされているか。
・各学校へ指定時間内に配送し、調理後
２時間以内に喫食できる配送・回収計画
について、具体的な提案が有効になされ
ているか。

20

70

加点項目配点合計（運営） 70

評価分類 配点ＮＯ
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